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環境とエネルギー環境とエネルギー 今そこにある問題今そこにある問題

エネルギー問題エネルギー問題 環境問題環境問題CCmmFFnn SFSF66

豊かな生活で排
出物が増大

エネルギー消費量の
爆発的な増加 出物が増大

大気温度の上昇

爆発的な増加

大気温度の上昇
で地球が温暖化

が

化石燃料の高
騰と枯渇

化石燃料でCO2が
急増新しいエネルギー

源の開拓

延命・リサイ延命・リサイ

源の開拓

低エネルギー消低エネルギー消
クリーンなエネルギークリーンなエネルギー

延命 リサイ延命 リサイ
クルで省資源クルで省資源

低エネルギ 消低エネルギ 消
費で省資源費で省資源



ＮＴＴグループの環境負荷全体像（ＮＴＴグループの環境負荷全体像（20062006年度）年度）

プ

ＩＮＰＵＴ ＯＵＴＰＵＴ
お客様

サ ビス

法人 個人

純正パルプ使用量
2.9万ｔ

(全国使用量の約0.3％)

CO2排出量
377.6万ｔ

(全国排出量の約0 3％)

サービス
・

商品提供 回収

電力使用量
85.1億kWh

(全国購入量の約0.9％)

(全国排出量の約0.3％)
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4.7万kl

最終廃棄量
3.2万ｔ

(全国廃棄量の約0.1％)
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COCO22排出量排出量 情報通信の場合は？情報通信の場合は？

ＮＴＴにおける電力の使用実態ＮＴＴにおける電力の使用実態

日本全体の日本全体の約約0 90 9％％

エネルギー消費の大部分は通信
システムと空調システムの電力
エネルギー消費の大部分は通信
システムと空調システムの電力

日本全体の日本全体の約約0.90.9％％

システムと空調システムの電力システムと空調システムの電力

アクセス系の光化アクセス系の光化アクセス系の光化アクセス系の光化

IPIPサービスの普及サービスの普及

移動体通信の伸び移動体通信の伸び

出展：NTTグル プ環境保護活動報告2004

COCO22削減に向けた削減に向けた
クリーンエネルギーの活用が重要クリーンエネルギーの活用が重要

COCO22削減に向けた削減に向けた
クリーンエネルギーの活用が重要クリーンエネルギーの活用が重要
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出展：NTTグループ環境保護活動報告2004 クリ ンエネルギ の活用が重要クリ ンエネルギ の活用が重要クリ ンエネルギ の活用が重要クリ ンエネルギ の活用が重要



ICTICTの利活用による環境負荷低減効果の利活用による環境負荷低減効果
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ICTICTサービスによる社会全体の環境負荷低減サービスによる社会全体の環境負荷低減

ICTICTを活用することは資源・エネルギーの利用による環境負荷をもたらすが、物を活用することは資源・エネルギーの利用による環境負荷をもたらすが、物
流の効率化など環境負荷削減効果もある流の効率化など環境負荷削減効果もある

ICTICTの環境に与える影響の環境に与える影響

情報通信自身に情報通信自身に情報通信自身に情報通信自身に 情報流通サービス情報流通サービス
により削減可能なにより削減可能な
情報流通サービス情報流通サービス
により削減可能なにより削減可能な

流の効率化など環境負荷削減効果もある流の効率化など環境負荷削減効果もある

よる環境負荷量よる環境負荷量よる環境負荷量よる環境負荷量
により削減可能なにより削減可能な

環境負荷量環境負荷量
により削減可能なにより削減可能な

環境負荷量環境負荷量

-- 物流の効率化物流の効率化
人の移動の削減人の移動の削減

-- エネルギーの使用エネルギーの使用

環境に対するマイナスの要因環境に対するマイナスの要因 環境に対するプラスの要因環境に対するプラスの要因

-- 人の移動の削減人の移動の削減
--産業・生活の効率化産業・生活の効率化

ネルギ の使用ネルギ の使用
（端末数、ＮＷの増大）（端末数、ＮＷの増大）

-- 設備構築による資源利用設備構築による資源利用
-- 設備撤去に伴う廃棄物の発生設備撤去に伴う廃棄物の発生

ＩＩCCＴサ ビスのＴサ ビスのLCALCA

情報通信ネットワークのＬＣＡ情報通信ネットワークのＬＣＡ
－環境啓発・環境教育－環境啓発・環境教育

ＩＩCCＴサービスのＴサービスのLCALCA
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生活へのネットワークの応用生活へのネットワークの応用



NTTNTTグループ環境貢献ビジョングループ環境貢献ビジョン

「「NTTNTTグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするICTICT「「NTTNTTグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするICTICT

メッセージメッセージ

「「NTTNTTグル プはブロ ドバンド・ユビキタスサ ビスを中心とするグル プはブロ ドバンド・ユビキタスサ ビスを中心とするICTICT
サービスの開発・普及によりライフスタイルやビジネスモデルの変革をサービスの開発・普及によりライフスタイルやビジネスモデルの変革を
促し、お客様や社会の環境負荷の低減に貢献します。」促し、お客様や社会の環境負荷の低減に貢献します。」

「「NTTNTTグル プはブロ ドバンド・ユビキタスサ ビスを中心とするグル プはブロ ドバンド・ユビキタスサ ビスを中心とするICTICT
サービスの開発・普及によりライフスタイルやビジネスモデルの変革をサービスの開発・普及によりライフスタイルやビジネスモデルの変革を
促し、お客様や社会の環境負荷の低減に貢献します。」促し、お客様や社会の環境負荷の低減に貢献します。」

指標指標

ICTICTサ ビスにより削サ ビスにより削 ICTICTサ ビスのサ ビスの CO2CO2削減量削減量

20102010年に向けた活動内容年に向けた活動内容20102010年に向けた活動内容年に向けた活動内容

ICTICTサービスにより削サービスにより削
減される減されるCO2CO2量量

ICTICTサービスのサービスの
提供に伴う提供に伴うCO2CO2量量

－－ CO2CO2削減量削減量
1,0001,000万万tt

20102010年年

20102010年に向けた活動内容年に向けた活動内容

①① 環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光アクセス利環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光アクセス利

用者の拡大用者の拡大

20102010年に向けた活動内容年に向けた活動内容

①① 環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光アクセス利環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光アクセス利

用者の拡大用者の拡大用者の拡大用者の拡大

②② 環境負荷の低減に貢献するブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大環境負荷の低減に貢献するブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大

③③ 温暖化防止に関する主要行動計画目標の達成温暖化防止に関する主要行動計画目標の達成

用者の拡大用者の拡大

②② 環境負荷の低減に貢献するブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大環境負荷の低減に貢献するブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大

③③ 温暖化防止に関する主要行動計画目標の達成温暖化防止に関する主要行動計画目標の達成
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④④ お客様の通信機器の電力削減お客様の通信機器の電力削減④④ お客様の通信機器の電力削減お客様の通信機器の電力削減



情報通信サービス環境影響評価システム情報通信サービス環境影響評価システム

・・ICTICTサービスの環境負荷低減効果を簡易に算出することができるサービスの環境負荷低減効果を簡易に算出することができる“情報通信サービス環境“情報通信サービス環境

影響評価システム”影響評価システム”を開発。を開発。

・本システムを活用して・本システムを活用してICTICTサービスの評価を実施し 評価結果を営業活動 環境管理活動サービスの評価を実施し 評価結果を営業活動 環境管理活動・本システムを活用して・本システムを活用してICTICTサービスの評価を実施し、評価結果を営業活動、環境管理活動、サービスの評価を実施し、評価結果を営業活動、環境管理活動、
広報活動等に展開するべく活動を行っている。広報活動等に展開するべく活動を行っている。

シ ム概要シ ム概要シ ム概要シ ム概要 シ ム イメ ジシ ム イメ ジシ ム イメ ジシ ム イメ ジシステム概要システム概要システム概要システム概要 システムの画面イメージシステムの画面イメージシステムの画面イメージシステムの画面イメージ

インターネット

8

ユーザ



ICTICTサービスによる環境負荷低減効果の事例サービスによる環境負荷低減効果の事例

従来手段従来手段 固定電話 店舗での雑
誌購入

手紙
郵送

新聞
購読

その他 201

図 ICTサービスの評価例（Bフレッツ）0 50 100 150 200 250
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図 ICTサービスの評価例（Bフレッツ）
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図 NTTグループのサービス提供によるＣＯ２削減効果



ICTICTシステムにおける省エネ対策システムにおける省エネ対策ICTICTシステムにおける省エネ対策システムにおける省エネ対策
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ICTICTシステムにおける省エネルギーの課題システムにおける省エネルギーの課題

ネットワーク，システムネットワーク，システム

ネットワ ク統合（NGN）

インターフェース

ネットワーク統合（NGN），
仮想化，クラウドｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞなど

設備設備
システム全体のエネルギー

マネージメントなど

装置装置

設備設備
（空調・電源など）（空調・電源など）

給電装置やインターフェース装置装置

電源回路の高効率化
ファンの低消費電力化，熱設計など

給電装置や
空調装置の

高効率化など直流給電，空調温度や
吸排気方向の統一，

局所冷却など
インターフェース

待機モード，部品レベル
での冷却技術など

局所冷却など

デバイスデバイス

デバイスの低電圧化

での冷却技術など
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デバイスの低電圧化，
リーク電流削減，CPUのマルチコア化など



データセンタにおけるエネルギー消費の現状と将来予測データセンタにおけるエネルギー消費の現状と将来予測

データセンタの2006年の電力消費量は米国では総電力量の1.5%、日本でも0.5%に達して
おり、このままでは今後5年間でさらに倍増すると予測されている。
データセンタの2006年の電力消費量は米国では総電力量の1.5%、日本でも0.5%に達して
おり、このままでは今後5年間でさらに倍増すると予測されている。

予測予測実績実績
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米国のデータ：Report to Congress on Server and Data Center Energy Efficiency(米国環境保護局2007.8)
日本のデータ：ミック経済研究所レポート

00
‘00‘00 ‘02‘02 ‘04‘04 ‘06‘06 ‘08‘08 ‘10‘10



ICTICT装置の発熱量トレンド装置の発熱量トレンド

ICT機器が消費する電力は熱として放出されるため、単位面積あたりで見ても発熱量が急
激に増加し、冷却システムの負担が大きくなっている。
ICT機器が消費する電力は熱として放出されるため、単位面積あたりで見ても発熱量が急
激に増加し、冷却システムの負担が大きくなっている。
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データセンタのエネルギー効率を示す指標データセンタのエネルギー効率を示す指標PUEPUEと向と向上策上策

ベンダー主導で低消費電力化
・省電力プロセッサなどのデバイスレベル
・仮想化、MAID(Massive Arrays of Inactive Disks)などの省電力モード

●●PUEPUEの向の向上策上策●●PUEPUEの向の向上策上策
・・ITIT装置の低消費電力化装置の低消費電力化 →→ 効果大効果大
・空調システムの効率向上 容量適正化・空調システムの効率向上 容量適正化 →→ 効果大効果大・空調システムの効率向上、容量適正化・空調システムの効率向上、容量適正化 →→ 効果大効果大
・電力供給システムの効率向上、容量適正化・電力供給システムの効率向上、容量適正化 →→ 効果中～大効果中～大
・照明や施設サポート部分の省エネルギー・照明や施設サポート部分の省エネルギー →→ 効果小効果小

14

キャリア主導で低消費電力化キャリア主導で低消費電力化
・・FMACSFMACS空調機、空調気流制御、ﾀｽｸｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ、給電機器類高効率化、直流給電空調機、空調気流制御、ﾀｽｸｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ、給電機器類高効率化、直流給電



PUEPUEによるデータセンタの評価によるデータセンタの評価
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3.53.5

悪い
●Uptime Institute(2006)

北米の85%のデータセンターが3.0程度に分布すると報告



Ｇｒｅｅｎ Ｄａｔａ Ｃｅｎｔｅｒ®の省エネ技術 (NTT DATAの例)

データセンタにおける最新技術（太陽光発電システム、高電圧直流給電、
仮想化）の採用
30年以上の65万㎡以上の自社データセンタ運用実績による独自設計構30年以上の65万㎡以上の自社デ タセンタ運用実績による独自設計構
築ノウハウ・データを活用

当社都内データセンタ （約1,200㎡）でＣＯ2換算で年間約2,000㌧削減を見込む当社都 （約 , ） 2換算 年間約 , ㌧削減 見込

（東京ドーム２１個分の森林保護につながる。） ※当社ｉＤＣサービスと比べて、削減率30％以上の削減効果

当社都内デ

高効率空 計

当社都内データセンタ
（共通ＩＴ基盤サービス）

太陽光発電システム
クリーンエネルギー導入によるデータセンタ
の負荷低減。

高効率空調設計
空調解析による最適な高効率空調シス
テムを採用。

ＩＴ機器
直流電源装置

バッテリ ＣＰＵＤＣＡＣＤＣ

GG
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変換ロスの少ない高圧直流給
電システムの検証を実施。

高電圧直流給電システム 高効率ラック設計
冷気を閉じ込める方式で実現する高負荷・高効率
ラックシステム。

仮想化技術を活用しＩＴ機器リソースをシェアす
ることでＩＴ機器の削減を実現。

仮想化技術



仮想化技術によるスペースおよび電力の削減効果(NTT DATAの例)

FW FW FW
LB

FW
LB

サーバおよびネットワーク機器を仮想化技術により統合

LB LB

SW SW

Mail/DNS Web/AP Web/AP Mail/DNS

LB
SW

LB
SW

Web/AP
Mail/DNS

Web/AP
Mail/DNSMail/DNS Web/AP Web/AP

SW SW

Mail/DNS

DB DB

Mail/DNS
DB

Mail/DNS
DB

Strage× ５システム

スペース ７０％削減スペース ７０％削減

スペースおよび電力の削減効果

電力 ４０％削減電力 ４０％削減
ラック数 消費電力

10ラック 40kVAスペ ス ７０％削減スペ ス ７０％削減 電力 ４０％削減電力 ４０％削減10ラック 40kVA

24kVA

3ラック

17
統合前 統合後 統合前 統合後

※当社社内システムでのファイルサーバ統合における例



データセンタの省エネへの取組みデータセンタの省エネへの取組み(NTT Comm.(NTT Comm.の例の例))

・・NTTNTTコミュニケーションズでは、通信機械室の空調用コミュニケーションズでは、通信機械室の空調用
エネルギーの削減を実現エネルギーの削減を実現
部屋全体を冷やすのではなく 温度センサによるき部屋全体を冷やすのではなく 温度センサによるき・部屋全体を冷やすのではなく、温度センサによるき・部屋全体を冷やすのではなく、温度センサによるき
め細やかな遠隔温度管理に基づいて、ラックを集中め細やかな遠隔温度管理に基づいて、ラックを集中
的に冷却的に冷却

・電力使用量約４％減・電力使用量約４％減

18
http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2006/05/20g5f800.htm

東京都の「地球温暖化対策計画書制度」において、優良対策事例としてＨＰで紹介東京都の「地球温暖化対策計画書制度」において、優良対策事例としてＨＰで紹介



仮想化技術の今後の方向性仮想化技術の今後の方向性

仮想化技術は、１台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞれがあたかもサーバ
を占有しているかのように使用可能にする。

クラウド ンピ テ ングは 複数台のサ バを複数の利用者で共有し それぞクラウドコンピューティングは、複数台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞ
れが使用しているサーバの所在やサーバ台数を意識せずに、必要分だけ使用可能に
する。

ＩＣＴリソースのさらなる効率的利用の観点から、仮想化技術のみならずクラウド
コンピューティングを利用したシステム／サービス集約など、高度化に向けた研究
開発等を産官学が連携しながら推進していくことが今後期待される。

A  B   C   D

仮想化技術 複数台のサーバリソースを
複数の利用者で共有する

クラウドコンピューティング

１台のサ バリソ スを

A    B     C    D

利用者A   利用者B      利用者C   利用者D  ・・・ 利用者a     利用者b     利用者c    利用者d  ・・・

複数の利用者で共有する
１台のサーバリソースを

複数の利用者で共有する

19
注：クラウドコンピューティングの実現には仮想化技術も使用されている。



ネットワーク・通信機器の省エネネットワーク・通信機器の省エネ信機器 省信機器 省



PONPON※※による光接続サービスの環境負荷削減の事例による光接続サービスの環境負荷削減の事例

光ケーブルの共有、信号の多重化により光ケーブルの共有、信号の多重化によりCOCO22排出量を排出量を5757％削減％削減

SS
ＯＮＵ

端末設備

100

SS
ＯＮＵ

スプリッタ

光ケーブル）

PON

アクセス設備

光ケ ブル
マンホール
電柱等

出
量

（k
g
）

50
PON

端末装置

ＦＴＭ スイッチ

ルータスプリッタ

C
O

2
排

出

0

アクセス設備
ビル設備
ＩＰ網

終端装置
ビル設備

ＩＰ網

0
PONによる追加
PONによる改良

パソコンの使用時間は１時間、ＯＮＵは２４時間ＯＮ
首都圏における１加入者１年間あたりのＣＯ２排出量

※Passive Optical Network



IPIP接続サービスのエネルギー消費の効率化接続サービスのエネルギー消費の効率化

・ＩＰ系設備の設置にあたっては、直流給電の推進、高効率空調設備の導入等、エネルギー消費削減に努めてい

るものの、ＩＰ接続サービス、携帯電話等の加入者数の増大に伴い、消費エネルギーは増大

・一方、IP接続サービスの高速化が進んだが、アクセス網を光化することにより、ISDN、ADSLと比較して、お客様方、 接続サ 高速化 進 、アク 網を光化する より、 、 比較し 、お客様

一人あたりの環境負荷は最大1/2程度に削減されるとともに、情報伝送の環境効率は約2000倍に向上

2005年度NTTグループCSR報告書より抜粋

CO2排出量の推移
※1 環境効率＝
（最大伝送速度）

～350万トン ÷（環境負荷（CO2排出量））

※2 ファクター＝
（ADSL、Bフレッツの環境効率）÷
（フレッツISDNの環境効率）（フレッツISDNの環境効率）

※3 
上り速度（1Mbps）と下り速
度（12Mbps）の平均値

（PON方式）

（注）
環境負荷には、お客様設置設
備を含む（DSU ADSLモデム

※1

度（12Mbps）の平均値

備を含む（DSU、ADSLモデム、
ONU等）

※2



NTTNTTグループの省エネ設備の導入事例グループの省エネ設備の導入事例

NTTNTTドコモドコモCSRCSR報告書報告書20082008

NTTNTT西日本西日本CSRCSR報告書報告書20082008より抜粋より抜粋

NTTNTTドコモドコモCSRCSR報告書報告書20082008
より抜粋より抜粋

http://www ntt west co jp/kankyo/report/2008/pdf/07 pdf

NTTNTT東日本東日本CSRCSR報告書報告書20082008より抜粋より抜粋

http://www.ntt-west.co.jp/kankyo/report/2008/pdf/07.pdf

NTTNTT東日本東日本CSRCSR報告書報告書20082008より抜粋より抜粋
http://www.ntt-east.co.jp/csr/action/theme02/theme02_05.html
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http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/
csr/report/pdf/csr2008_p33_34.pdf



給電系の省エネ給電系の省エネ給電系の省 ネ給電系の省 ネ

24



直流給電による消費電力低減への取り組み直流給電による消費電力低減への取り組み

通信システムや情報システムなど停電バックアップを必要とするシステムでは、バッテリーに充電す
るために必ず交流（ＡＣ）を直流（ＤＣ）に変換する必要があり、ＡＣ/ＤＣなどの電力変換を行う毎に
電力損失が発生する。直流給電は交流給電よりも変換回数が少ないため電力損失が少なく、省エネル
ギ となり さらに電力損失による熱を冷やすための空調電力も削減できるギーとなり、さらに電力損失による熱を冷やすための空調電力も削減できる。

ICT機器

直流給電直流給電直流給電直流給電

直流電源システム

通信ビル／データセンター
空調

CPU
AC/DC
変換

DC48V DC/DC
変換

ICT機器直流電源システム
～ ～ ～ ～ ～ ～←電力損失（熱）

AC

商用電源
バッテリー

CPU
変換 変換

直流給電は、交流給電よりも直流給電は、交流給電よりも
ト タルの消費電力をト タルの消費電力を１５％１５％削減可能削減可能

交流電源システム

交流給電交流給電交流給電交流給電

ICT機器

通信ビル／データセンター
空調

トータルの消費電力をトータルの消費電力を１５％１５％削減可能削減可能

交流電源システム

CPU
AC/DC
変換

DC/AC
変換

AC100,200V

ICT機器

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

AC/DC
変換

DC/DC
変換

AC DC

25

商用電源
バッテリー

変換 変換 変換 変換



省エネ性能に加えた高電圧直流給電方式のメリット省エネ性能に加えた高電圧直流給電方式のメリット

DC４８Ｖ給電（左)

整流装置 ～ 電流分配装置

DC４８Ｖ給電（左)

電流分配装置 ～ ICT装置

高電圧化することで
配線ケ ブルを細くDC４８Ｖ給電（左)

HVDC給電（右) HVDC給電（右)

配線ケーブルを細く
することができ、作業
性を上げられる

CBOX

ICT装置
AC200V

DC400V
程度

Ｙ
３相トランス 電流分配装置

HVDC用
整流装置

DC48V用
整流装置

蓄電池整流装置

高電圧化することで、
スペースが効率的に 22架架

26

ス スが効率的に
使える

１架１架



クリーンなエネルギーの要素技術とはクリーンなエネルギーの要素技術とは

発電発電
－高効率燃料電池技術－高効率燃料電池技術－高効率燃料電池技術－高効率燃料電池技術

蓄積・変換蓄積・変換

高効率燃料電池技術高効率燃料電池技術高効率燃料電池技術高効率燃料電池技術

蓄積 変換蓄積 変換
－大容量ニッケル水素蓄電池技術－大容量ニッケル水素蓄電池技術

～災害対策用クリーン電源～～災害対策用クリーン電源～
－大容量ニッケル水素蓄電池技術－大容量ニッケル水素蓄電池技術

～災害対策用クリーン電源～～災害対策用クリーン電源～
－極低電圧高効率昇圧技術－極低電圧高効率昇圧技術

～屋外設置用自立型電源～～屋外設置用自立型電源～
－極低電圧高効率昇圧技術－極低電圧高効率昇圧技術

～屋外設置用自立型電源～～屋外設置用自立型電源～

供給供給
－大容量電力給電技術－大容量電力給電技術
－電磁環境評価技術－電磁環境評価技術
－大容量電力給電技術－大容量電力給電技術
－電磁環境評価技術－電磁環境評価技術

制御制御
27

制御制御（需要予測と供給制御）（需要予測と供給制御）
－エネルギーネットワーク（制御）技術－エネルギーネットワーク（制御）技術－エネルギーネットワーク（制御）技術－エネルギーネットワーク（制御）技術



様々な燃料電池様々な燃料電池

・・ オフィスビルの発電規模では、固体酸化物形燃料電池（オフィスビルの発電規模では、固体酸化物形燃料電池（SOFCSOFC）がもっ）がもっ
とも高効率とも高効率

・・ 高温作動の特徴：反応が速く高効率・熱利用価値が高い・都市ガス（含高温作動の特徴：反応が速く高効率・熱利用価値が高い・都市ガス（含
むむCOCO）で動作・急速起動停止が不得意（ベースロード向け））で動作・急速起動停止が不得意（ベースロード向け）

7070

6060))

SOFCSOFC複合発電複合発電
MCFCMCFC複合発電複合発電

6060

5050

4040

( 
%
, 
L
H
V

( 
%
, 
L
H
V

SOFCSOFC
MCFCMCFC

ガスタービン複合発電ガスタービン複合発電

PEFCPEFC: : 固体高分子形固体高分子形
(80℃)(80℃)

PAFCPAFC: : リン酸形リン酸形
( ℃)( ℃)

4040

3030

発
電

効
率

発
電

効
率

ガスエンジンガスエンジン ガスタービンガスタービン

ガスエンジン複合発電ガスエンジン複合発電
PEFCPEFC

PAFCPAFC

(200℃)(200℃)
MCFCMCFC: : 炭酸溶融塩形炭酸溶融塩形

(650℃)(650℃)
SOFCSOFC 固体酸化物形固体酸化物形

オフィスビル用オフィスビル用

自動車・自動車・
家庭用家庭用 大規模発電用大規模発電用

2020

1010

総
合

発
総

合
発 ガスエンジンガスエンジン ガスタ ビンガスタ ビン
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SOFCSOFC: : 固体酸化物形固体酸化物形
(800℃)(800℃)

00
11 1010 100100 1,0001,000 10,00010,000 100,000100,000

発電規模発電規模 (kW)(kW)



SOFCSOFCに向くセル開発の流れに向くセル開発の流れ

・セル径拡大に伴う反りや割れを制御することにより、面積当たりの出力を維持・セル径拡大に伴う反りや割れを制御することにより、面積当たりの出力を維持
・セル単体寿命・セル単体寿命7000h7000hの実証（の実証（20052005年頃）年頃）

・高活性と燃料供給性に優れた燃料極二層構造の採用（・高活性と燃料供給性に優れた燃料極二層構造の採用（20052005--66年頃）年頃）

・月産・月産100100枚以上の生産体制の立上げ（枚以上の生産体制の立上げ（20072007年）年）

～～H12H12年頃年頃
材料研究材料研究

～～H14H14年頃年頃
高出力共焼結セル高出力共焼結セル
技術の確立技術の確立

H15H15年以降年以降 セル大口径化・量産化セル大口径化・量産化

ランタン鉄酸化物ランタン鉄酸化物
（（LNFLNF）空気極）空気極

技術の確立技術の確立
（直径（直径1cm1cm））

スカンジア・アルミスカンジア・アルミ
ナ安定化ジル アナ安定化ジル ア

H19H19年年
直径直径12cm12cm

H15H15--1717年年
直径直径6cm6cm

H17H17--1818年年
直径直径10cm10cm

29

ナ安定化ジルコニアナ安定化ジルコニア
電解質電解質

直径直径12cm12cm
22W22W5W5W 15W15W



NTTNTTにおけるにおけるSOFCSOFC開発の全体像開発の全体像

これまで培ってきたセル材料・セル・セルスタックに関する技術を活用し、これまで培ってきたセル材料・セル・セルスタックに関する技術を活用し、
高効率高効率(50%(50%以上以上))・長寿命の・長寿命のSOFCSOFC技術を実証する技術を実証する

通信用通信用
セル材セル材

大出力セル・大出力セル・ ホットホット 起動運転起動運転

高効率高効率(50%(50%以上以上)) 長寿命の長寿命のSOFCSOFC技術を実証する技術を実証する

パイロット機のパイロット機の
システムシステム
へのへの適用適用

セル材セル材
料研究料研究

高効率セル高効率セル
スタック開発スタック開発

ホットホット
モジュールモジュール

実証実証

制御の制御の
実証実証

パイロット機のパイロット機の
実証実証

ホットモジューホットモジュー
ル（断熱材でル（断熱材で
覆われた高覆われた高

制御部制御部

覆われた高温覆われた高温
部）部）

タタ ( )( )セルセル

補機部（熱交補機部（熱交
換器、空気ブ換器、空気ブ
ロアなど）ロアなど）

30
SOFCSOFCシステムシステム

セルスタックセルスタック(1kW)(1kW)セルセル ロアなど）ロアなど）



φ10cm25φ10cm25段スタックの寿命特性段スタックの寿命特性

効率効率5555％を％を10001000時間以上にわたって維持時間以上にわたって維持

6060

5555

[%
]

[%
]

5050

電
効

率
電

効
率

4545

発
電

発
電

原子力を含む電力平均の原子力を含む電力平均の
発電効率発電効率4848％％

4040
1200120080080040040000
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1200120080080040040000
時間時間



地域地域全体へのエネルギー供給全体へのエネルギー供給

系統電力

（（20102010年以降を想定）年以降を想定）

電力電力NWNW
風力発電風力発電

電力電力NWNW

太陽電池太陽電池
監視・制御センタ監視・制御センタ

通信通信NWNW

燃料電池燃料電池

通信通信NWNW
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愛・地球博でのクリーンエネルギー実証愛・地球博でのクリーンエネルギー実証実験実験(NEDO)(NEDO)

20002000 電池電池

・商用電力に頼らず、クリーンエネルギーでパビリオンへ給電・商用電力に頼らず、クリーンエネルギーでパビリオンへ給電
・・CO2CO2排出を最小化するため、各クリーンエネルギー源の最適制御を排出を最小化するため、各クリーンエネルギー源の最適制御をNTTNTTが担当が担当

10001000

15001500

20002000

k
W

)
k
W

)

NaSNaS電池電池
MCFCMCFC--11
MCFCMCFC--22
PAFCPAFC久 本館久 本館 パビパビ

パビリオンへの供給パビリオンへの供給

00

500500

10001000

0 3 6 9 12 15 18 21

電
力

電
力

(k(k PAFCPAFC
SOFCSOFC
太陽光太陽光
系統電力系統電力

長久手日本館長久手日本館 NEDONEDOパビリオンパビリオン

電力・熱電力・熱

--500500
0 3 6 9 12 15 18 21

時刻時刻((時時))

系統電力系統電力
需要電力需要電力制御室制御室

燃料電池燃料電池SOFCSOFC

太陽光発電太陽光発電
（京セラ、三菱重工、日立）（京セラ、三菱重工、日立）

エネルギー制御システムエネルギー制御システム
（（NTTNTTファシリティーズ・ファシリティーズ・NTTR&DNTTR&D））

燃料電池燃料電池SOFCSOFC
（三菱重工）（三菱重工）

系統電力系統電力

33
燃料電池燃料電池MCFCMCFC

（トヨタ、中部電力）（トヨタ、中部電力）

燃料電池燃料電池PAFCPAFC（東芝）（東芝）ナトリウム硫黄電池ナトリウム硫黄電池
（日本ガイシ）（日本ガイシ）

クリーンエネルギー源クリーンエネルギー源



自然エネルギーの導入促進自然エネルギーの導入促進自然 導入促進自然 導入促進
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UltraUltra--low Voltage Booster Circuitlow Voltage Booster Circuit

● Output voltage from single photovoltaic cell (0.4 V) can be up-converted to 4-13 V.

● Amount of the power generated in a day is 50% improved by the maximum output 
power point tracking function.

ConventionalConventional Comparison with the conventional structureComparison with the conventional structureConventional 
structure
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Lineup of Solar Cell Products

power supply 
to wirelessto wireless 
devices

Solar Charger 
（Power:700 mW)solar cell （Power:700 mW)

Solar footlight

Under

LED light

Under
lighting
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「グリーンＮＴＴ」「グリーンＮＴＴ」 ((太陽光発電など自然エネルギーの積極的活用太陽光発電など自然エネルギーの積極的活用))の概要の概要

（（１１）） ＮＴＴグル プにおけるソ ラ システム等の導入ＮＴＴグル プにおけるソ ラ システム等の導入（（１１）） ＮＴＴグループにおけるソーラーシステム等の導入ＮＴＴグループにおけるソーラーシステム等の導入

現在の自然エネルギー発電の導入：現在の自然エネルギー発電の導入：現在の自然エネルギ 発電の導入：現在の自然エネルギ 発電の導入：
１１．．８ＭＷ規模８ＭＷ規模（（１１２箇所１１２箇所））

２０１２年までの目標：２０１２年までの目標：
５ＭＷ規模５ＭＷ規模（（研究所研究所 通信ビル通信ビル デ タセンタなどデ タセンタなど））５ＭＷ規模５ＭＷ規模（（研究所研究所、、通信ビル通信ビル、、データセンタなどデータセンタなど））

（（２２）） ＬＬＰＬＬＰ（（有限責任事業組合有限責任事業組合））の設立の設立
ＮＴＴグループ出資のＮＴＴグループ出資の「「ＮＴＴ－グリーンＬＬＰＮＴＴ－グリーンＬＬＰ」」をを、、新たに設立新たに設立
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NTTNTTにおける自然エネルギー発電システム設置状況における自然エネルギー発電システム設置状況
（2008年4月末現在）

ＮＴＴ東日本 群馬支店

ＮＴＴ西日本 富山東田地方

ＮＴＴドコモ 権兵衛峠

ＮＴＴドコモ 東北

ＮＴＴ西日本 出羽町

ＮＴＴドコモ 富来地頭

ＮＴＴ西日本 金沢支店

ＮＴＴ東日本 川越仲町

ＮＴＴドコモ 池北峠

ＮＴＴドコモ 根北峠

ＮＴＴドコモ 北海道(第2)

ＮＴＴドコモ 野牛山

ＮＴＴドコモ 山形

ＮＴＴーＦ 大通4丁目

ＮＴＴドコモ 月寒

ＮＴＴ西日本 日の出

（2008年4月末現在）

ＮＴＴ西日本 深草

ＮＴＴ西日本 富山東田地方

ＮＴＴ西日本 京阪奈

ＮＴＴドコモ 京都

ＮＴＴドコモ 水戸

ＮＴＴ東日本 研修センタ

ＮＴＴ東日本 市川中山

ＮＴＴドコモ 代々木

ＮＴＴ東日本 松本村井

ＮＴＴドコモ 島根

ＮＴＴ 武蔵野R&D

東日本 川越仲町

ＮＴＴ東日本 釧路黒金

ＮＴＴドコモ 生花

ＮＴＴドコモ 石北峠

ＮＴＴドコモ 根北峠

ＮＴＴドコモ 長野

ＮＴＴドコモ 山梨

ＮＴＴドコモ 秋田

ＮＴＴドコモ 山形

ＮＴＴドコモ 新潟

ＮＴＴ西日本 金沢東田地方

ＮＴＴ東日本 秋田大潟村

ＮＴＴ西日本 金沢鳴和

ＮＴＴ西日本 博多支店

ド 京都

ＮＴＴ西日本 大分金池

ＮＴＴドコモ 千葉

ＮＴＴドコモ 香椎

ＮＴＴドコモ 大分 ＮＴＴドコモ 館山

ＮＴＴ東日本 千葉支店

ＮＴＴドコモ 沖ノ島

ＮＴＴドコモ 品川

ＮＴＴ東日本 川岸町

ＮＴＴドコモ 山梨

ＮＴＴドコモ 高根長沢

（凡例）

ＮＴＴ西日本 金沢鳴和

ＮＴＴドコモ 東成瀬

ＮＴＴドコモ 高丘北

ＮＴＴドコモ 天瀬出口

ＮＴＴ西日本 宮崎支店

西 本 大分 池

ＮＴＴドコモ 栖本河内

ＮＴＴ－Ｆ 横浜メディアタワー

ＮＴＴ東日本 戸塚

ＮＴＴドコモ 山口

ＮＴＴドコモ 中国大手町

ＮＴＴドコモ 墨田

ＮＴＴドコモ 川崎

ＮＴＴ東日本 横浜戸塚

自然 ネ ギ 発電自然 ネ ギ 発電 ２箇所２箇所

：ソーラーシステム

：風力発電システム

ＮＴＴ西日本 宮島口

ＮＴＴ西日本 鴨池

ＮＴＴドコモ 柳谷鉢

ＮＴＴ西日本 南熱海

ＮＴＴ西日本 兵太夫

ＮＴＴ西日本 島田

ＮＴＴドコモ 横須賀R&D

ＮＴＴドコモ 久万中村

ＮＴＴドコモ 野村白髭

ＮＴＴ西日本 八事（塩釜口）

自然エネルギー発電自然エネルギー発電 11１２箇所１２箇所
1.8MW1.8MWの導入実績の導入実績

ＮＴＴドコモ 柏倉

ＮＴＴ西日本 猿投ＮＴＴドコモ 野村大野ヶ原

ＮＴＴ西日本 第一高蔵寺

ＮＴＴ西日本 津島
ＮＴＴ西日本 土佐堀

ＮＴＴ西日本 天白

ＮＴＴ西日本 東刈谷

ＮＴＴ西日本 前芝・川田

ＮＴＴ西日本 八事（塩釜口）

ＮＴＴ西日本 水ヶ平 ＮＴＴ西日本 矢田

ＮＴＴ西日本 大阪東ＮＴＴドコモ 大阪南港

ＮＴＴドコモ 柳谷

ＮＴＴドコモ 南知多豊丘ＮＴＴ西日本 愛媛砥部

ＮＴＴドコモ 高松

ＮＴＴドコモ 徳島

ＮＴＴドコモ 仲南馬背 ＮＴＴ西日本 深溝

ＮＴＴドコモ 神戸

ＮＴＴドコモ 東古松 ＮＴＴドコモ 安芸穴内

38
ＮＴＴーＦ 久米島 ＮＴＴ西日本 三重支店

ＮＴＴ西日本 津桜橋 ＮＴＴ西日本 神野新田・飯村・捨石・江戸橋

ＮＴＴ西日本 一身田

ＮＴＴ西日本 沖縄城間

ＮＴＴ西日本 音貝・本地・落合・生路・三重津

ＮＴＴ西日本 瀬戸

ＮＴＴ西日本 大阪東

ＮＴＴ西日本 研修ｾﾝﾀ

ＮＴＴドコモ 大阪

ド 大阪南港ＮＴＴドコモ 仲南馬背

ＮＴＴドコモ 貞光猿飼 ＮＴＴ西日本 水野

ＮＴＴ西日本 深溝



「「NTTNTT－グリーン－グリーンLLPLLP」の概要」の概要
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Green Green 化に向け化に向けICTICT分野で研究開発すべきこと分野で研究開発すべきこと

●●Green by ICTGreen by ICT
社会の消費エネルギ 削減に貢献する社会の消費エネルギ 削減に貢献するICTICTサ ビスの提サ ビスの提・・ 社会の消費エネルギー削減に貢献する社会の消費エネルギー削減に貢献するICTICTサービスの提サービスの提
案・提供案・提供

(EC(EC TVTV会議 ペ パレス会議 ペ パレス BEMSBEMS HEMSHEMS などなど))(EC(EC、、 TVTV会議、ペーパレス、会議、ペーパレス、BEMSBEMS、、HEMSHEMS、、などなど))

●● Green of ICTGreen of ICT●● Green of ICTGreen of ICT
・・ サーバ、ルータ、端末機器などのサーバ、ルータ、端末機器などのICTICT機器の低消費電力化機器の低消費電力化

((超低電力デバイス 光化 スリ プ動作 など超低電力デバイス 光化 スリ プ動作 など))((超低電力デバイス、光化、スリープ動作、など超低電力デバイス、光化、スリープ動作、など))
・・ ICTICT分野に適用可能なクリーンエネルギーの創出分野に適用可能なクリーンエネルギーの創出

((直流給電 燃料電池 太陽光発電 エネルギ直流給電 燃料電池 太陽光発電 エネルギNWNW などなど))((直流給電、燃料電池、太陽光発電、エネルギ直流給電、燃料電池、太陽光発電、エネルギNWNW、、などなど))
・・ ICTICT分野の廃棄物のリサイクル分野の廃棄物のリサイクル

((マテリアルリサイクル クロ ズドリサイクル などマテリアルリサイクル クロ ズドリサイクル など))
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((マテリアルリサイクル、クローズドリサイクル、などマテリアルリサイクル、クローズドリサイクル、など))


